
全体
全体 件数 男性 件数 女性 件数

1 フリーローン・サラ金 4,809 フリーローン・サラ金 2,885 新聞 2,473
2 新聞 3,789 新聞 1,224 フリーローン・サラ金 1,854
3 商品一般 2,692 出会い系サイト 1,129 他の健康食品 1,626
4 出会い系サイト 2,315 携帯電話サービス 1,107 商品一般 1,580
5 他の健康食品 2,059 商品一般 996 健康食品（全般） 1,386
6 携帯電話サービス 1,847 アダルト情報サイト 796 出会い系サイト 1,169
7 健康食品（全般） 1,756 賃貸アパート 475 携帯電話サービス 709
8 アダルト情報サイト 990 他の健康食品 414 ファンド型投資商品 675
9 ファンド型投資商品 986 携帯電話 405 ふとん 635
10 賃貸アパート 981 普通・小型自動車 376 かに 634
※１　2014年１月末日までの登録分。
※２　「判断不十分者契約」「心身障害者関連」に関する相談についての集計。
※３　2009年度より商品・役務等別分類が改定されたため、2008年度以前との時系列での比較はできません。
資料：独立行政法人　国民生活センター提供

■図表６-９②　 認知症高齢者、障害のある人等の相談件数（商品・役務別　10位まで）（2009
～2012年度（※１、※２、※３））
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（５）障害者虐待防止対策の推進

　障害者の尊厳の保持のため障害者に対する
虐待を防止することは極めて重要であること
から、「障害者虐待の防止、障害者の養護者
に対する支援等に関する法律」が平成24年10
月から施行されている。（法律の概要につい
ては図表６-10）
　厚生労働省においては、障害者虐待の防止
に向けた取組として、地域生活支援事業にお
いて、地域における関係機関等の協力体制の
整備・充実を図るとともに、過去に虐待のあっ
た障害のある人の家庭訪問、障害者虐待防止
に関する研修、虐待事例の分析を行う都道府
県や市町村を支援している。
　さらに、障害のある人の虐待防止・権利擁
護や強度行動障害のある人に対する支援のあ
り方に関して、各都道府県で指導的役割を担

う者を養成するための研修を実施している。

（６）障害者団体や本人活動の支援

　行政施策に障害当事者の意見が反映される
ようにするため、「障害者政策委員会」等に
おいて障害当事者を委員とするとともに、知
的障害のある人が障害者差別解消法の内容を
理解しやすくするため、「障害者差別解消法
ができました（わかりやすい版）」を作成し、
内閣府ホームページ掲載しているところであ
る。
　また、「障害者総合支援法」に基づく地域
生活支援事業において、障害者等やその家族、
地域住民等が自発的に行う活動に対する支援
を行う「自発的活動支援事業」を実施してい
る。

■図表６-10　

資料：厚生労働省
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